
【担当省庁：内閣府、文部科学省】

■政府関係機関移転基本方針（平成28年３月22日まち・ひと・しごと創生本部決定）抜粋

■これまでの取組状況
　

H28.12月：理研・国際高等研(IIAS）・奈良先端大(NAIST)の協力協定締結

H29.2月～3月：子どもを対象とした体験型ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催
　 H29.4月：理化学研究所科学技術ハブ推進本部職員を(公財)国際高等研究所に配置、

ATRにてAIPセンター非常勤の研究室主宰者の研究開発活動開始
【参考】

H25.7月：地域イノベーション戦略支援プログラムに採択
テーマ「京都次世代エネルギーシステム創造戦略」

～二酸化炭素による地球温暖化とエネルギー問題の解決に向けて～
事業期間　平成２５年度～２９年度

■今後の取組

H30.4月　：理化学研究所バイオリソースセンターサテライト拠点をけいはんな
　　　　　 プラザに設置予定

　　　　　12月補正予算によりけいはんなプラザに理化学研究所科学技術ハブ
　　　　　の整備費を確保

H29.9月～：AI、iPS、脳科学分野において、理研との共同研究プロジェクトを
　　　　 　組成、事業開始予定

けいはんな学研都市の科学技術ハブ拠点への研究助成
とスマートシティ形成の推進について

1　理化学研究所の科学技術ハブ拠点への研究助成

H29.1月：理研と府内大学・企業との産学公連携による「子どもの能力開発・
　　　　 脳科学研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」研究会発足

H29.6月～：KICKにおいて多様な子どもの能力開発プロジェクトワークショップ
　　　　 　を開催

　理研、地域の大学や企業等が連携を行うため、京都府の協力の下、公益財団法人京
都産業２１けいはんなオープンイノベーションセンター（KICK)が連携のための事務局
機能を担う。具体的には、理研、地域の大学や企業等の参画を得て、平成２８年度よ
り脳科学・ＡＩに関する具体的な共同研究テーマの発掘・探索作業を行い、具体的な
テーマを設定のうえ、順次、研究前段階のフィージビリティスタディーを実施する。
また、その進捗状況を踏まえ、脳科学・ＡＩ分野におけるさらなる共同研究テーマの
発掘・探索作業や地域イノベーションの出口戦略の検討を行う

京 都 府
の担当課

 商工労働観光部　ものづくり振興課(075-414-4887)　文化学術研究都市推進課(075-414-5195)

　理化学研究所の研究拠点（人工知能研究及びiPS細胞のバイオリ

ソースセンターサテライト、脳科学研究等）が、けいはんな学研都

市に新設される。

　同研究所の研究から生まれる優れた技術が、地域企業に円滑に移

転・活用されることにより、地域における科学技術力の向上や地域

産業振興につなげることのできる支援制度の創設をお願いしたい。



平成29年６月　京都府

■新たな都市創造プラン骨子（抜粋）（平成28年３月）
（けいはんな学研都市新たな都市創造委員会策定）

■京都府における国家戦略特区の取組状況
平成26年5月：関西圏(大阪府・兵庫県・京都府)が国家戦略特別区域に指定
平成26年9月：京都大学医学部附属病院が保険外併用療養に関する特例認定
平成27年3月：株式会社メガカリオンが設備投資に係る課税の特例認定
平成27年9月：株式会社iPSポータルが安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する

 法律の特例認定
平成28年4月：三菱重工業株式会社及び京都大学が特定実験試験局制度に関する

 特例認定
平成28年4月：パナソニック株式会社及び京都大学が特定実験試験局制度に関する

 特例を認定

■これまでの取組状況
平成28年3月：「新たな都市創造プラン」策定
平成28年4月：ＲＤＭＭ支援センター発足
　　　　　　（公益財団法人関西文化学術研究都市推進機構内に設置）
平成28年5月：けいはんなＲ＆Ｄイノベーションコンソーシアム設立総会
  ～29年5月 各ＷＧ活動開始。

モビリティ・エネルギーＷＧも活動開始。

　

■今後の取組
平成29年夏 ：国家戦略特区の規制緩和メニューを最大限活用して、

 公道実証のプラットフォームを構築し、取組に着手。

今後、新たな交通システムの新規事業化に向けて、さらなる規制緩和を
求め、取組を深化させていく。

2　スマートシティにおける新たな交通体系構築への支援

　けいはんな学研都市では、国家戦略特区の指定（平成26年５月）

及び国際戦略総合特区の指定（平成23年12月）を受けるとともに、

自動運転を含む新たな交通体系の構築に向けた取組を進めている。

　今後、そうした特区での取組を速やかに実用化していくために

は、例えば、完全自動運転の公道走行など、より踏み込んだ実証実

験を行う必要があり、その際に規制緩和が必要になる場合がある。

　けいはんな学研都市においてスマートシティとして新交通システ

ムの構築を可能とするため、新たな規制緩和が実現できるよう、特

区内で規制改革を迅速に進めていただきたい。

月１回程度、民間企業が集まって定期的にＷＧ活動を行い、次世代の
モビリティシステム等について、意見交換を行う中、事業スキームや
課題の整理、国の競争的資金の活用等検討。


